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Ⅰ 次世代育成支援行動計画の概要 

１．策定の背景と目的 

■次世代育成支援対策推進法と少子化社会対策基本法の成立 

我が国においては急速な少子化が進み、次代を担う子ども達が健やかに生まれ育つ環境を整

備するために、平成 15 年に「次世代育成支援対策推進法」が制定され、平成 17 年度から平

成 26 年度の 10 年間の集中的・計画的な取組を推進するための行動計画を策定し、次世代育

成支援対策の推進を図ってきました。 

また、同時期に制定された「少子化社会対策基本法」に基づき、平成 16 年に「少子化社会

対策大綱」、平成 22 年に「子ども・子育てビジョン」が閣議決定され、様々な少子化対策の取

り組みが実施されてきました。 

■仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス） 

平成 19 年に「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」と「仕事と生活の調

和推進のための行動指針」が策定、平成 22 年に新たな視点や取り組みを盛り込み改定され、

男女が健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会や、多様な働き方・生き方が選択でき

る社会などの実現に向けた取り組みが進められています。 

■子ども・子育て関連 3法の成立と「妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援」 

平成 24 年８月に、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供や地域の子ども・子育

て支援の充実等のため、「子ども・子育て支援法」などの「子ども・子育て関連３法」が制定さ

れ、子ども・子育て支援新制度が創設されました。 

また、「子ども・子育て関連３法」と同時に成立した「社会保障制度改革推進法」に基づき社

会保障制度改革国民会議が設置、平成 25 年８月にとりまとめられた報告書の中で少子化対策

分野の改革について、「妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援」や、「出産・子育てと就業継続の

二者択一状況の解決」の必要性などの考え方に基づき、新制度の着実な実施、放課後児童対策

の充実、女性の妊娠から子育ての時期にかけて連続した支援の必要性などが示されました。 

■少子化危機突破のための緊急対策 

平成 25 年６月には、「少子化危機突破のための緊急対策」が少子化社会対策会議において決

定され、子育て支援や働き方の改革の一層の強化とともに、結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目

のない支援」や、多子世帯への支援、産後ケアの強化等を進めていくこととされています。 

このような流れを受け、男女が希望通りに働きながら、結婚、出産を経て、子育てが出来る

環境を整えること、社会の意識と流れを変えていくことで、少子化の進行と人口減少を解消す

る総合的な政策の推進が重要となっています。 

■次世代育成支援対策推進法の改正 

「次世代育成支援対策推進法」に基づく 10 年間の取り組みにより、合計特殊出生率がやや

持ち直し、また仕事と子育てが両立できる雇用環境の整備等がある程度進んだものの、少子化

の流れが変わったとまでは言えないことから、引き続き集中的・計画的な対策の推進・強化の

ため、国は「次世代育成支援対策推進法」を 10 年間延長する等の改正を行いました。 

このような状況を踏まえ、本市においても「桜川市次世代育成支援行動計画後期行動計画」

の計画期間終了に伴い、新たに平成 27 年度を初年度とする「第 2 次桜川市次世代育成支援行

動計画」を策定します。 
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２．計画の位置づけ 

この計画は、「次世代育成支援対策推進法」第８条第１項に基づき、本市における児童福祉、

母子保健・医療、教育など本市が取り組むべき子育て支援を総合的に推進するための指針とし

て策定するものです。 

本計画は、本市の総合計画をはじめ各種の部門別計画との整合・調整を図りながら策定しま

す。 

 

３．子ども・子育て支援法との関係 

「次世代育成支援対策推進法」は 10 年間の集中的・計画的な取り組みを進める時限立法で

すが、「子ども・子育て支援法」は消費税財源の投入を前提に子育て支援の充実を図る恒久法と

なっています。 

次世代育成支援対策の中核である保育の提供や子育て支援事業等については、従来、市町村

行動計画で目標事業量を定めていましたが、子ども・子育て支援法の制定でそれらの定量的整

備目標は、「子ども・子育て支援法」に基づく市町村計画に記載されることになりました。 

「次世代育成支援対策推進法」は、「子ども・子育て支援法」の制定に伴う関係整備法の一つ

として改正され、参酌基準の規定が削除されるとともに、市町村行動計画等の策定は任意とな

りました。 

従来、保育の提供や子育て支援事業の推進について、「次世代育成支援対策推進法」が果たし

てきた役割・機能は、恒久法である「子ども・子育て支援法」に引き継がれ、今後は両法律が相

まって、より手厚い次世代育成支援が推進されることとなります。 

 

４．行動計画の期間 

「次世代育成支援対策推進法」は平成 36 年度までの時限立法であり、市町村行動計画は「次

世代育成支援対策推進法」第８条第１項において、５年を１期として策定できることとなって

います。 

本市では、計画の期間を平成 27 年度～平成 36 年度までの 10 年間とし、平成 27 年～平

成 31 年の５ヵ年の前期行動計画を策定することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

５．行動計画の推進体制 

総合的な次世代育成支援の検討を行うため、「桜川市次世代育成支援行動計画策定委員会」に

おいて、「第２次桜川市次世代育成支援行動計画」の内容を協議します。 

また、各施策を総合的・効果的に展開するため、必要に応じて庁内において各課調整を行う

ものとします。 
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６．基本的な視点 

（１）子どもの視点 

子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重されるように、男女が協力して子

育てを行うべきとの視点に立った取り組みが重要です。 

（２）次代の親の育成という視点 

子どもは次代の親となるとの認識の下に、豊かな人間性を形成し、自立して家庭を持つこと

ができるよう、長期的な視野に立った子どもの健全育成のための取り組みが必要です。 

（３）サービス利用者の視点 

核家族化等の社会環境の変化や価値観の多様化に伴い、子育て家庭の生活や子育て支援ニー

ズも多様化しており、家庭の特性を踏まえることも重要であることから、個別ニーズに柔軟に

対応できるよう、利用者の視点に立った柔軟で総合的な取り組みが必要です。 

（４）社会全体による支援の視点 

子育ては父母（保護者）が第一義的責任を有するという基本的認識の下に、行政・企業・地

域を含めた社会全体が協働して取り組むべき課題であり、対策を進めていくことが必要です。 

（５）仕事と生活の調和の実現の視点 

働き方を見直し、仕事と生活の調和を実現することは、結婚や子育てに関する希望を実現す

るための取り組みとして、少子化対策の観点からも重要であり、地域においても、行政や企業

をはじめ関係者が連携し、創意工夫の下に、実情に応じた展開を図ることが必要です。 

（６）結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のない支援の視点 

結婚・妊娠・出産・育児と切れ目のない支援を推進することは、それらに関する希望を実現

するためにも必要であり、創意工夫の下に、少子化の状況等の地域の実情に応じた支援の展開

が必要です。 

（７）すべての子どもと家庭への支援の視点 

子育ての孤立化等の問題を踏まえ、広くすべての子どもと家庭への支援という観点から推進

することが必要であり、その際には、社会的養護体制について質・量ともに整備を進めること

とし、家庭的な養護の推進、自立支援策の強化という観点も十分踏まえて取り組みを進めるこ

とが必要です。 

（８）地域の担い手や社会資源の効果的な活用の視点 

地域においては、地域活動団体、社会福祉協議会、民間事業者や児童委員等が活動するとと

もに、地域への貢献を希望する高齢者や育児経験豊かな主婦等様々な人材も多く、このような

地域の社会資源や各種の公共施設を十分かつ効果的に活用することが必要です。 

（９）サービスの質の視点 

利用者が安心してサービスを利用できる環境を整備するためには、適切な供給量と質の確保

が重要であることから、サービスの質を評価し高めていく視点により、人材の資質の向上を図

るとともに、情報公開やサービス評価等の取り組みを進めることが必要です。 

（10）地域特性の視点 

地域の特性は様々であり、そこで生活する利用者のニーズや必要な支援策も異なることから、

各々の地域特性を踏まえて主体的な取組を進めていくことが必要です。 
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Ⅱ 次世代育成支援行動計画後期計画の達成状況 

１．桜川市次世代育成支援行動計画（後期計画） 

桜川市次世代育成支援行動計画は、「子どもたちの幸せ育てる 桜川市」を基本理念として、

その実現のために以下の３つの基本方針を立てています。 

１．子どもたちの幸せで健やかな成長のために 

２．子どもと保護者のための地域の保育と教育 

３．地域ぐるみで見守り応援する子育て 

２．後期行動計画の達成状況（平成 25 年度末時点） 

３つの基本方針ごとに、基本目標の個別施策及び施策内容について平成 25 年度実績の調査

を行った結果から、平成 25 年度末時点での達成状況を後期行動計画(平成 22 年度～26 年度)

の平成 26 年度末到達目標と比較し、達成度を以下の項目で評価しました。 

 

評価項目（平成 25年度実績の実施内容で評価） 

達成または継続達成   実施内容が到達目標に達している、または継続を目標として平成

25 年度末時点で継続されていると判断できるもの 

未達成（含未実施）   平成 25 年度末時点では実施内容が到達目標に達していないと判

断できるもの、または未実施のもの 

継続中または新規継続中 到達目標ではないが継続されているもの、または計画年の途中で

新規事業となり継続されているもの 

移管・移行・統合    他の事業に移管・移行や統合されたもの 

廃 止         廃止した事業 

 

基本方針ごとの達成状況 
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基本方針１．子どもたちの幸せで健やかな成長のために 

平成 25 年度末時点で平成 26 年度末の到達目標に達している事業の実施内容や継続実施が

目標となっているものが 64.9％となっています。 

他の基本目標と比べ、未達成の事業の実施の割合が 18.9％と高くなっています。また、実施

内容が他の事業へと移行したものも 8.1％と多くなっています。 

 

基本方針２．子どもと保護者のための地域の保育と教育 

平成 25 年度末時点で平成 26 年度末の到達目標に達している事業の実施内容や継続実施が

目標となっているものが 76.6％となっています。 

 

基本方針３．地域ぐるみで見守り応援する子育て 

平成 25 年度末時点で平成 26 年度末の到達目標に達している事業の実施内容や継続実施が

目標となっているものが 82.1％と、他の基本目標と比べ最も高い割合となっています。 

また、未達成の割合が 7.1％と最も低い割合となっており、3 つの基本目標では最も達成度

が高くなっています。 

 

 

後期行動計画では、以下の重点事業が位置づけられています。 

 

☆親と子の健康を守るために 健康教育 

 母子保健における健康診査・訪問指導・保健指導等の充実 

☆子育てをみんなで支えるために 放課後児童健全育成事業 

 地域子育て支援拠点事業 

 ファミリー・サポート・センター事業 

☆豊かな心を育む人づくりのために 適応指導教室設置事業  
（平成26 年度から桜川市教育支援センター｢さくらの広場)｣に名称変更） 

☆安心・安全な子育て環境をつくるために 交通安全指導事業 

 地域安全防犯啓発事業（防犯パトロール等） 

☆未来の親づくりを支援するために ふれあい生き生きサロン事業 

 結婚対策の推進 

 

 

平成 25 年度末時点で、到達目標に達しているのは、「放課後児童健全育成事業」、「地域子育

て支援拠点事業」、「適応指導教室設置事業（平成26年から桜川市教育支援センター「さくらの広場」に名称変更）」、

「地域安全防犯啓発事業（防犯パトロール等）」、「ふれあい生き生きサロン事業」、「結婚対策の

推進」となっています。 

未達成は「ファミリー・サポート・センター事業」ですが、平成 26 年度に開設となりまし

た。 

実施内容が多い「健康教育」、「母子保健における健康診査・訪問指導・保健指導等の充実」、

「交通安全指導事業」は、到達目標の達成度にばらつきがあります。「健康教育」は別の事業に

移管・移行したものや未達成のものがあり、達成度としては低くなっています。「母子保健にお

ける健康診査・訪問指導・保健指導等の充実」と「交通安全指導事業」は、達成度が高くなって

います。 
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１）子どもたちの幸せで健やかな成長のために（25 事業 重点事業 2） 

基本目標 ①子どもと母親の健康の確保（６事業） 

②食育の推進（１事業） 

③思春期保健対策の充実（１事業） 

④小児医療の充実（４事業） 

⑤児童虐待防止対策の充実（２事業） 

⑥ひとり親家庭等の自立支援の推進（４事業） 

⑦障がい児施策の充実（７事業） 
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２）子どもと保護者のための地域の保育と教育（47 事業 重点事業５） 

基本目標 ①地域における子育て支援サービスの充実（７事業） 

②保育サービスの充実（17 事業） 

③地域における子育て支援ネットワークづくり（２事業） 

④子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備（16 事業） 

⑤児童健全育成の取り組みの推進（５事業） 
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３）地域ぐるみで見守り応援する子育て（22 事業 重点事業４） 

基本目標 ①次代の親の育成（７事業） 

②家庭や地域の教育力の向上（１事業） 

③良質な住宅の確保（１事業） 

④安全で安心なまちづくりの推進（４事業） 

⑤子どもの交通安全を確保するための活動の推進（４事業） 

⑥子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進（４事業） 

⑦仕事と子育ての両立支援（１事業） 
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Ⅲ 子育ての将来像 

 

 

１．基本理念 

２．基本目標 

３．基本方針 

４．施策の体系 
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Ⅲ 子育ての将来像 

１．基本理念 

高度成長期から始まった日本の急速な少子高齢化傾向は、すでに定着していると

言えるでしょう。少子化は、さらなる少子化の要因となり、日本全体が世界でも類

例のない局面を迎えようとしています。 

少子化の進行によって、経済活動や社会保障など社会システムへの悪影響が懸念

されていますが、影響はそればかりでなく、子どもから大人まで、すべての市民の

生活の豊かさや幸せにも関わってくる問題でもあります。 

子育ての喜びと責任は、まず保護者のものであり、子どもの幸せは子ども自身の

ものです。しかし、それだけにとどまりません。保護者と子どもは地域社会の仲間

であり、子どもたちは次代の担い手でもあります。 

地域社会が、すべての家庭の子育てに適切な配慮をして応援できれば、保護者は

子育てにより大きな喜びを実感することができ、子どもの幸せはより大きなものに

なるはずです。そして、子どもたちは、地域社会に実りある明るい未来をもたらし

てくれるのです。 

そこで、桜川市においては、地域の中で子どもを安心して産み、子育てに大きな

喜びを実感できる環境づくりを推進するとともに、地域の特性を活かしながら、市

民の多様な子育てニーズに対応した総合的な子育て支援を推進し「子どもたちの幸

せ育てる桜川市」を実現します。 

 

 

 

 

◆基本理念 

 

『子どもたちの幸せ育てる桜川市』 
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２．基本目標 

子育て支援の基本理念である『子どもたちの幸せ育てる桜川市』を実現するため、以下の３つ

を行動計画に関する基本目標とします。 

 

◆ 子どもたちの幸せで健やかな成長のために 

これから生まれてくる子どもを含めて、すべての子どもが現在もそして将来も健やかに育つよ

うに、保健・医療・福祉・教育・社会環境づくりを行わなければなりません。 

また、妊娠・出産期の母子の健康から思春期の子どもたちの心身の健康に至るまで、それぞれ

のライフステージや地域の状況に対応した切れ目ないきめ細かな支援が必要です。 

さらに、支援を必要とする子どもや家庭に対しては、関係機関と連携し適切な対策を実施して

いく必要があります。 

子どもたち一人ひとりを尊重し、幸せで健やかな成長を支援します。 

 

◆ 子どもと保護者のための地域の保育と教育 

子育てを取り巻く環境の変化は、子育て家庭のライフスタイルにも大きく影響しています。そ

れに伴って、地域における保育ニーズも多様化しています。 

子育て家庭の多様なニーズに応えるため、子育て支援拠点機能の強化を図るとともに、小中学

校、幼稚園・保育所および就学前のすべての子どもたち対して総合的な子育て支援を提供するこ

とが重要です。 

子どもと保護者のための、地域の子育て支援の充実を推進します。 

 

◆ 地域社会ぐるみで見守り応援する子育て 

子どもたちは、次代の地域社会を担う人材でもあります。子育てをする家庭はもとより地域社

会全体で見守り支援していくことが重要です。 

家庭、学校、地域の住民や団体・企業がそれぞれの立場や役割で、子育てや地域づくりに参加

し、子どもたちが安全に安心して過ごせる地域環境を構築する必要があります。 

また、男女が子育ての喜びと責任を共有し、仕事と生活の調和を実現するため、働き方の見直

しについて啓発していくことも大切です。 

子どもが地域で安全に過ごすため、地域社会での見守りや環境の整備に努めます。 
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３．基本方針 

基本目標に基づき、行動計画における具体的な基本方針を次のとおり設定します。 

 

基本目標◆ 子どもたちの幸せで健やかな成長のために  

 妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実 

妊娠期、出産期、新生児期及び乳幼児期を通じて母子の健康が確保されるよう、各種健診・

予防接種・訪問指導・相談指導・両親学級などの充実に努めます。 

 

 学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実 

学童期・思春期から成人期における心と体の様々な課題に対応するため、保健対策の充実

を進めます。 

 

 食育の推進 

乳幼児期から思春期まで発達段階に応じた食に関する学習機会の提供に努めるとともに、

体験活動などを通した食育を推進します。 

 

 子どもの健やかな成長を見守る地域づくり【新規】 

地域、学校、企業が協調しながらネットワークを作り、親子をあたたかく見守り支えてい

きます。 

 

 小児医療の充実 

安心して子どもを生み育てることができるよう、小児医療の充実・確保に取り組みます。 

 

 児童虐待防止対策の充実 

養育支援を必要とする家庭を早期に把握し、地域の子育て支援を活用して虐待を予防する

とともに、虐待の早期発見・早期対応に努めます。また、関係機関との連携強化を図ります。 

 

 ひとり親家庭等の自立支援の推進 

ひとり親家庭等の自立支援を図るため、子育て・生活支援策、就業支援策、養育費の確保

策及び経済的支援策など、総合的な対策を適切に実施していきます。 

 

 障がい児施策の充実 

障がいの原因となる疾病や事故の予防、早期発見・早期治療に努めるとともに、障害児等

特別な支援が必要な子どもの健全な発達を支援します。 

  



17 

 

基本目標◆ 子どもと保護者のための地域の保育と教育  

 地域における子育て支援の充実 

すべての子育て家庭への支援を行う観点から地域における様々な子育て支援の充実を図り

ます。 

 

 地域における人材養成【新規】 

地域のニーズに応じた子育て支援を充実するため、地域で活動するボランティアなど、支

援の担い手となる人材の確保を図ります。 

 

 教育・保育の充実 

すべての子どもたちが、質の高い教育・保育を受けることができるよう、認定こども園、

幼稚園、保育園など教育・保育施設の充実に努めるとともに、地域子ども・子育て支援事業

の充実に努めます。 

 

 地域における子育て支援ネットワークづくり 

地域における子育て支援等のネットワークを形成するとともに、子育て支援等が十分周知

されるよう努めます。 

 

 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

次代の担い手である子どもが個性豊かに生きる力を伸長することができるよう、幼児教育・

学校教育の充実に努めるとともに、学校の教育環境等の整備に努めます。 

 

 子どもの健全育成 

地域において、子どもたちが健やかに成長できるよう、学校、地域、行政の連携を図りな

がら、すべての子どもを対象とした子どもの居場所づくりの推進に努めます。 
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基本目標◆ 地域社会ぐるみで見守り応援する子育て  

 次代の親の育成 

男女が協力して家庭を築くことやともに子どもを生み育てることについて効果的な啓発に

努めるとともに、地域ぐるみで青少年の健全育成活動を推進します。 

 

 家庭や地域の教育力の向上 

学校・家庭・地域がそれぞれの役割・責任を自覚し、連携・協力し、地域社会全体で子育て

を進めることができるよう、家庭や地域の教育力の向上を図ります。 

 

 良質な住宅の確保 

子育て世帯が地域において安心・安全で快適な住生活を営むことができるよう支援に努め

ます。 

 

 安全で安心なまちづくりの推進 

子育て世帯が地域において安心・安全で快適に過ごせるよう、道路・公園・公共施設のバ

リアフリー化を図るなど、快適で安全なまちづくりを進めます。 

 

 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

子どもを交通事故から守るため、関係機関との連携を図るとともに、交通安全施設の整備

促進、交通安全教育や指導の充実に努めます。 

 

 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

子どもが犯罪等の被害にあわないようなまちづくりを進めるため、関係機関との連携を強

化し、防犯活動の充実に努めます。 

 

 仕事と子育ての両立支援 

仕事と生活の調和の実現のため、男女の働き方の見直しについて啓発を進めるとともに、

その基盤整備として子育て支援の充実に努めます。 
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４．施策の体系 

 

基本理念  基本目標 基本方針 

    

子
ど
も
た
ち
の 

幸
せ
育
て
る 

桜
川
市 

 

子どもたちの幸せ

で健やかな成長の

ために 

●妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実 

 ●学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実 

 ●｢食育｣の推進 

 ●子どもの健やかな成長を見守る地域づくり【新規】 

 ●小児医療の充実 

 ●児童虐待防止対策の充実 

 ●ひとり親家庭等の自立支援の推進 

 ●障がい児施策の充実 

   
 

子どもと保護者の

ための地域の保育

と教育 

●地域における子育て支援の充実 

 ●地域における人材養成【新規】 

 ●教育・保育の充実 

 ●地域における子育て支援ネットワークづくり 

 ●子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

 ●子どもの健全育成 

   
 

地域社会ぐるみで

見守り応援する子

育て 

●次代の親の育成 

 ●家庭や地域の教育力の向上 

 ●良質な住宅の確保 

 ●安全で安心なまちづくりの推進 

 ●子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

 ●子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

 ●仕事と子育ての両立支援 
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Ⅳ 行動計画 

 

 

１．子どもたちの幸せで健やかな成長のために 

２．子どもと保護者のための地域の保育と教育 

３．地域社会ぐるみで見守り応援する子育て 
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１．子どもたちの幸せで健やかな成長のために 

①妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実  

妊娠期、出産期、新生児期および乳幼児期は、子どもの人生の始まりとして重要であると同

時に、母親にとっても人生における大事業の時期と言えます。 

初めて子を持つ夫婦の育児不安、特に主な子育ての担い手である母親の不安やストレス解消

等を図るために、親子の関わり方を学ぶ場や子育て・発育に関する相談の機会を提供します。 

また、妊婦・乳児の健康診査や訪問指導を通じて母子の健康を確保し、感染症対策のための

定期予防接種の実施に努めます。また、不妊治療対策に関してもより一層の推進を図ります。 

 

〈個別施策〉    

No.1 妊産婦医療費助成事業 国保年金課 

施策内容 母子手帳交付月の初日から出産日の翌月末日までの医療費の助成。 

現況 受給者 158 人 10,500 千円 

目標（H31） 継続実施 

  
No.2 パパ・ママクラス 健康推進課 

施策内容 初妊婦とその夫を対象に妊娠・出産・呼吸法・沐浴・育児等の健康教育・出産体験談等

の内容を年 3 回実施。 

現況 参加者 妊婦 16％ 夫 12％ 

目標（H31） 初妊婦 32.0% 夫 25.0% 

  
No.3 ことばの相談室 健康推進課 

施策内容 各種検診時、ことばの遅れや情緒面で落ち着きがない等、精神発達及び心理面で、経過

観察が必要な乳幼児とその保護者を対象に集団や個別指導を通して適切な支援をする。 

現況 ［個別］ 年 20 回 

［集団］ 年 23 回 

目標（H31） 継続実施 

  
No.4 不妊治療助成事業 健康推進課 

施策内容 少子化対策の一環として、不妊治療を受けている夫婦の経済的及び精神的負担の軽減を

図る。 

現況 申請により年１回 5 万円を助成 

目標（H31） 継続実施 

  
No.5 母子健康手帳の交付・妊婦健康診査 健康推進課 

施策内容 妊婦・乳児の健康診査を適切な時期に実施することにより、疾病の早期発見、疾病予防

のための指導支援に努める。 

検診委託先：茨城県医師会（県内産婦人科、小児科医療機関）及び県外医療機関。 

現況 妊婦届け時に母子健康手帳の交付・妊婦健康診査の受診票の交付 

目標（H31） 継続実施 

  
No.6 赤ちゃん訪問指導 健康推進課 

施策内容 平成 20 年児童福祉法の一部改正に伴い、平成 21 年 4 月より乳児家庭全戸訪問事業、

養育支援訪問事業として生後 4 か月までに全戸訪問することが市町村の努力義務とな

ったため、保健師が全戸訪問を実施する。 

現況 赤ちゃん訪問の実施 訪問率 98.0％ 

目標（H31） 継続実施 訪問率 99.0％ 
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No.7 乳幼児健康診査・保健指導等の充実 健康推進課 

施策内容 <1 歳児健診> 幼児期への移行期で、発育・発達面の異常の早期発見・幼児食・むし歯

予防等の相談・指導を行う。 

<1 歳 6 か月児健康診査> 発育・発達面の異常の早期発見と生活習慣の自立・虫歯予

防・フッ素塗布や育児不安の相談の場を設け、指導を行う。 

<2 歳児歯科健診> 乳白歯萌出が完了し,むし歯の多発期であることから、ブラッシング

指導とフッ素塗布を行う。また、ことばや発達面での育児不安も多いので、相談・指導

を行う。 

<3 歳児健康診査> 身体・発達面の発達状況と、視力・聴力・心身障害の早期発見、生

活習慣の自立、虫歯予防・フッ素塗布や育児不安の相談の場を設け指導を行う。 

現況 <１歳児健診>受診率 92.2％ 

<１歳６か月児健健康診査>受診率 95.2％ 

<２歳児歯科健診>受診率 91.8％ 

<３歳児健康診査>受診率 96.7％ 

目標（H31） 継続実施 

<１歳児健診>受診率 96％ 

<１歳６か月児健健康診査>受診率 96％ 

<２歳児歯科健診>受診率 94％ 

<３歳児健康診査>受診率 97％ 

  
No.8 予防接種の推進 健康推進課 

施策内容 子どもの感染症について発症予防、重症化を予防するため、定期予防接種、任意接種を

適切に受けることができるよう支援します。 

現況 〈定期予防接種〉 ヒブ、小児用肺炎球菌、4 種混合、BCG、不活化ポリオ、3 種混合

（2 種混合）、MR（麻疹、風疹）、日本脳炎、子宮頸がん予防、水痘 

〈任意接種〉 小児（季節性）インフルエンザ、おたふくかぜ 

目標（H31） 継続実施 

  
No.9 健康相談 健康推進課 

施策内容 <子育て相談> 月 2 回定例開催(2 会場)   

<4～7 か月児育児相談> 

乳児の成長・発達の確認や育児不安、悩みの相談を行い、むし歯予防のために早期から

歯の健康についての講話を実施する。（ブックスタート事業は継続） 

現況 <子育て相談> 年 24 回 定例開催 

<４～７か月育児相談> 年１０回実施 参加率 86.7% 

目標（H31） 継続実施 <4～7 か月育児相談> 参加率 90％ 
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②学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実 

思春期の児童生徒には、心身に様々な変化が生じることに対する適切な教育などのケアが重

要です。成長過程の多感な思春期において、将来の結婚や子育てに対して必要な体験の場を提

供します。 

また、現在では過剰ともいえる刺激的な情報や、他者とのふれあいの機会の喪失など、少子

化進行の影響を受けていることへの配慮や、十代の自殺や不健康やせ等の思春期の課題を認識

し、児童生徒の心のケアのために相談体制の充実や子どもの頃からの生活習慣病の予防と指導

を促進し、健康な身体づくりを目指します。 

 

〈個別施策〉 

No.10 思春期教育事業 健康推進課 

施策内容 市内の小・中学校から「命の大切さ」、「思春期教育」などの依頼があった場合に妊娠シ

ミュレーターや育児人形を活用し健康教育を実施する。 

現況 市内小学校 2 校・中学校 3 校で実施 

目標（H31） 継続実施 

  
No.11 小児生活習慣病健診事後指導 学校教育課 

施策内容 小学 4 年生、中学 1 年生の希望者を対象に、事後指導として個別指導を行う。（血液検

査・コレステロール） 

※1 次検査でチェックの入った児童に対し 2 次検査を実施し、親子で説明会に参加して

もらう。 

現況 １次検診対象者数 小学４年生 394 名  中学１年生 393 名 

目標（H31） 継続実施 

  
再掲 No.61 教育相談事業 学校教育課 

施策内容 スクールカウンセラーを派遣し、児童生徒の不登校・いじめ等や児童生徒の問題行動に

対応する。 

現況 拠点校（中学校３校）にスクールカウンセラーを配置 

目標（H31） 継続実施 

 

③｢食育｣の推進 

子育てをしている保護者にとって、子どもの健康は大きな関心事です。朝食欠食等の食習慣

の乱れや思春期やせに見られるような心身の健康問題は、乳幼児期からの正しい食事の摂り方

や望ましい食習慣が定着していないことに起因すると考えられます。 

食べることは、生きる活力の源であり、人生の楽しみでもあります。乳幼児期からの発達段

階に応じた正しい食事の摂り方や望ましい食習慣の定着による、健全な心身の育成を目指し、

地域ぐるみで食に関する学習や体験の機会の充実を図り、食育を推進します。 

 

〈個別施策〉 

No.12 離乳食相談 健康推進課 

施策内容 Ｈ26 年度より離乳食教室から離乳食相談に事業名を変更し内容の見直しを図った。5

～10 か月児の親子を対象に子どもの身体計測、離乳食の講話と離乳食の試食を実施し

食べることの意義等を体感させる。 

食生活改善推進員が、試食づくりの支援をし、子育てアドバイザーが計測の記録や子育

て相談に対応する。 

現況 年４回実施 

目標（H31） 継続実施 
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No.13 親子料理教室 健康推進課 

施策内容 小学生、幼稚園、保育所の親子を対象に早寝・早起き・朝ご飯の習慣づくりの説明をす

る。（食生活改善推進員協議会に委託） 

現況 年 14 回実施 

目標（H31） 継続実施 

 

④子どもの健やかな成長を見守る地域づくり 新規  

地域、学校が協力し、通学路の巡回パトロールを実施することで地域の防犯体制の強化を図

ります。保健・医療に携わる関係機関の効果的な連携を図ることにより、子どもの成長を見守

る地域づくりを推進します。 

 

〈個別施策〉 

No.14 通学路の見回り活動 学校教育課 

施策内容 ｢巡回パトロール｣のステッカーを車につけ、各学校の巡回活動を行う。 

ボランティア活動による巡回パトロールを実施することにより防犯体制の強化につな

げる。 

現況 各学校区単位で実施中 

目標（H31） 継続実施 

  
No.15 育児サークルの支援・子育て支援センターへの協力 健康推進課 

施策内容 社会福祉協議会で実施している子育て支援センターからの依頼により、身体測定の実施

や、育児相談、健康教育を実施している。 

現況 子育て支援センターへの協力 

育児相談 年 9 回  健康教育 年１回  救護 年１回  

目標（H31） 継続実施 

  
No.16 地区組織との連携、活動支援 健康推進課 

施策内容 各種乳幼児健診・相談時の計測の際の記入やカウプ指数の算出、市民際への参加、研修

会へ出席し知識を習得する。 

現況 健康推進員の乳幼児健診時協力 年 56 回  

食生活推進員協議会による食育教室 保育所 3 か所 小学校 4 か所 

わくわくチャレンジ教室 年 4 回 

目標（H31） 継続実施 

  
再掲 No.54 保育所と保護者のネットワークの構築 保育所 

施策内容 保育所において、保育所と保護者同士などの情報交換や相談の場を設ける。 

現況 個別面談の実施 

目標（H31） 相談窓口の充実 
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⑤小児医療の充実 

市民が安心して子どもを産み、健やかに育てることができるよう、小児医療の充実に努めます。 

県西総合病院などの医療機関との連携を図りながら、地域で支える小児医療体制の充実を図

るとともに、近隣地域を含めた救急医療体制を保持します。 

また、すべての子どもの健康保持のため、医療費の助成等の充実を図ります。 

 

〈個別施策〉 

No.17 小児医療費助成事業 国保年金課 

施策内容 出生の日から中学校卒業まで医療費の助成。 

現況 受給者 5,300 人 114,500 千円 

目標（H31） 継続実施 

  
No.18 小児救急医療体制の整備 健康推進課 

施策内容 市内の小児救急医療体制として、県西総合病院において小児科夜間救急診療および休日

小児救急外来を実施している。 

また、近隣地域にある筑波メディカルセンター病院において 365 日 24 時間体制で小

児科の診療が実施されている。（事前に電話での申し込みが必要） 

現況 <県西総合病院> 小児科夜間緊急診療 休日小児外来 

<筑波メディカルセンター病院> 365 日 24 時間体制で小児科の診療を実施 

目標（H31） 継続実施 

 

⑥児童虐待防止対策の充実 

家庭内での配偶者からの暴力や学校内外でのいじめは全国的な問題であり、本市においても

課題となっています。多感な児童期に虐待を受けると心に大きなキズを残し、成人後の生活に

も影響すると言われています。 

また、乳幼児に対する虐待や育児放棄、いじめの背景は多岐にわたっていることから、すべ

ての児童の健全な心身の成長のために、関係各機関が連携し実態の把握に努め、相談体制の強

化を図り、地域全体で虐待の発生予防や早期発見・早期対応、保護・支援などの対策を実施し

ていきます。 

 

〈個別施策〉 

No.19 要保護児童への対応 児童福祉課 

施策内容 家庭相談室を窓口として、家庭における児童の養育に関すること、その他児童の福祉に

関することについて相談及び指導を行う。 

また、桜川市要保護児童対策地域協議会を中心とした関係機関の連携の下、児童虐待を

始め要保護児童の早期発見、早期対応に努める。 

現況 家庭相談室に相談員を配置し児童に関する相談に対応 

目標（H31） 継続実施 

  
No.20 乳幼児期の対応（赤ちゃん訪問、4～7 か月育児相談） 健康推進課 

児童福祉課 

施策内容 赤ちゃん訪問や、4～7 か月育児相談等を実施し、育児不安からくる虐待の早期発見・

予防を図る。 

現況 赤ちゃん訪問 98.0％  ４～７か月育児相談 86.7% 

目標（H31） 継続実施 
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No.21 養育訪問支援事業 健康推進課 

児童福祉課 

施策内容 赤ちゃん訪問指導で、特に支援が必要な世帯に対し訪問支援を実施する。支援を必要と

する各世帯のケースに応じ関係各課と連携し、養育に関する指導・助言を行う。 

現況 延べ訪問回数 18 回 

目標（H31） 継続実施 延べ訪問回数 34 回（支援が必要な世帯に対応） 

  
再掲 No.37 子育て短期支援事業 児童福祉課 

施策内容 保護者の疾病その他の理由により、家庭において児童を養育することが一時的に困難に

なった場合及び経済的な理由により緊急一時的に母子を保護することが必要な場合等

に、児童養護施設その他の保護を適切に行うことのできる施設において、一定期間、養

育・保護を行う。 

現況 未実施 

目標（H31） 実態としてニーズが出た場合に対応する 

  
No.22 若年層の児童虐待防止対策事業 児童福祉課 

健康推進課 

施策内容 健康推進課、児童福祉課、市内小中学校養護教諭部会が連携を図り、小中学校において、

性、妊娠、出産に関する正しい知識の習得を目的に、年齢に応じた保健教育等を実施し、

命の大切さを学び、若年の妊娠・出産や児童虐待の未然防止に努める。 

現況 市内小中学校で年齢に応じた保健教育を実施 

目標（H31） 継続実施 

 

⑦ひとり親家庭等の自立支援の推進 

母子家庭や父子家庭が安心して子育てを含む生活を営み、その子どもが他の子どもたちと変

わりなく、心身ともに健全に成長できるように支援します。 

また、ひとり親自身が健康で文化的な生活を送ることができるよう自立支援や生活支援の充

実を図ります。 

〈個別施策〉 

No.23 母子・父子家庭医療費助成事業 国保年金課 

施策内容 県の医療福祉対策要綱に基づき、18 歳未満の児童を養育しているひとり親とその子（高

校を卒業するまで）に医療費を助成する。 

現況 受給者 845 人 24,500 千円 

目標（H31） 継続実施 

  
No.24 児童扶養手当給付支援事業 児童福祉課 

施策内容 父母の離婚等により、児童を養育しているひとり親家庭等に対し、児童の健やかな成長

を願って支給する。 

現況 実施中 

目標（H31） 継続実施 

  
No.25 ひとり親家庭等入学祝金事業 児童福祉課 

施策内容 3/1 現在において入学児童を有するひとり親家庭等の保護者に対し、中学・高校入学時

の経済面の支援として祝金 30,000 円を支給する。 

現況 中学入学祝金：52 名  高校入学祝金：61 名  

目標（H31） 継続実施 
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No.26 ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金等支給事業 児童福祉課 

施策内容 母子家庭の母及び父子家庭の父が就職する際に有利であり、かつ生活の安定に資する資

格の取得を促進するため、養成機関で修業する場合、高等職業訓練促進給付金を支給す

る。 

現況 継続支給：1 名  新規支給：2 名  入学支援終了一時金支給：1 名 

目標（H31） 継続実施 

  
No.27 交通遺児手当支給事業 児童福祉課 

施策内容 義務教育終了前の交通遺児を養育する父、もしくは、母等に手当を支給し、交通遺児の

養育及び就学上の不安を解消するとともに心身の健全な育成を図るために、遺児 1 人

につき月額 2,000 円を支給。 

現況 受給者：3 名（対象児童 5 名） 

目標（H31） 継続実施 

 

⑧障がい児施策の充実 

障がいのある人もない人も共に通常の社会生活を営めることを目指すノーマライゼーション

の理念に基づき、障がい児の健全な成長と自立を促進します。 

乳幼児期からの発達相談・支援を図り、特別な支援が必要な子どもが地域で安心して暮らせ

るよう在宅支援の充実や教育支援体制の整備等の取り組みを推進します。 

 

〈個別施策〉 

No.28 障がい児への発達相談・支援 健康推進課 

施策内容 <ことばの相談室> 

各種検診時、ことばの遅れや情緒面で落ち着きがない等、精神発達及び心理面で、経過

観察が必要な乳幼児と保護者を対象に集団や個別指導を通して適切な支援を行う。 

現況 〔個別指導〕 年 20 回 

〔集団指導〕 年 23 回 

目標（H31） 継続実施 

  
No.29 特別児童扶養手当支給事業 社会福祉課 

施策内容 身体や精神に障がいのある児童を家庭で介護している者に支給する。 

現況 年 3 回支給（4 月、８月、１２月） 

1 級 月額 49,900 円 37 名  2 級 月額 33,230 円 32 名 

（※手当月額・受給者数は平成 26 年度の金額。物価スライドにより、月額変動あり） 

目標（H31） 継続実施 

  No.30 在宅障がい児福祉手当支給事業 社会福祉課 

施策内容 20 歳未満の心身に障がいのある児童を養育している保護者に支給する。 

現況 年 3 回支給（4 月、8 月、12 月） 

月額 3,000 円 受給者数 55 名（平成 26 年度の実人数※平成 27 年 1 月末現在） 

目標（H31） 継続実施 

  
No.31 障がい者(児)の福祉サービス 社会福祉課 

施策内容 居宅介護･短期入所･発達支援・放課後等デイサービス等、障がい児の能力及び必要性に

応じ適切な福祉サービスの給付を行う。 

現況 居宅介護、短期入所、児童発達支援、放課後等デイサービス、日中一時支援、移動支援

の実施 

目標（H31） 継続実施 
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No.32 補装具の交付・修理 社会福祉課 

施策内容 身体上の障がいを補って日常生活をしやすくするため、補装具の交付、修理に伴う費用

を支弁する。 

現況 交付 11 件（補聴器 4 件、車いす 1 件、座位保持装置 1 件、義足 1 件、 

下肢装具 1 件、盲人安全つえ 1 件、眼鏡 1 件） 

修理  9 件（補聴器 4 件、座位保持装置 3 件、車いす 2 件） 

※平成 27 年 1 月末現在 

目標（H31） 継続実施 

  
No.33 日常生活用具の給付・貸与 社会福祉課 

施策内容 日常生活がより円滑に行われるために、障がいの種類及び程度を基準に必要に応じて給

付・貸与する。 

現況 給付 32 件（紙おむつ 18 件、ストマ用装具 12 件、電気式たん吸引器 1 件、 

      視覚障害者用拡大読書器 1 件）※平成 27 年 1 月末現在 

※紙おむつ・ストマ用装具は、1 ヶ月分を 1 件とする。 

目標（H31） 継続実施 

  
No.34 特別支援学級児童生徒事業 学校教育課 

施策内容 教室の改造や備品を整備し、将来的に一般社会に適応できるよう努める。 

 

現況 新規の特別支援学級増設時の速やかな対応。教室の環境整備と備品の充実。 

心身に障害等のある児童生徒の学校生活を補助する教育補助員を配置する。 

目標（H31） 継続実施 

  
No.35 障がい児保育 保育所 

児童福祉課 

施策内容 保育所において、障がいのある子どもを受け入れ、障害の状況にあわせて個別的な対応

に配慮しながら無理のないよう集団保育を実施する。また、民間保育園に対しては、障

がいのある子どもの受け入れをしている園に保育士の配置に必要な経費を補助し、心身

に障がいを有する乳幼児の保育の推進を図る。 

現況 実施中  

目標（H31） 継続実施 
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２．子どもと保護者のための地域の保育と教育 

 

①地域における子育て支援の充実 

共働き家庭の増加により、子育て支援のニーズは多様化し、今後も拡大する傾向にあり、地

域における様々な子育て支援の充実が必要です。 

就労等により保護者が昼間家庭にいない小学生児童の遊び・生活の場を確保します。 

また、家庭において一時的に児童の養育が困難になった場合などに、一定期間、養育・保護

する体制を整え、子どもが病気の時の保育ついても確保していきます。 

子どもの幸せとすべての子育て家庭への支援を行う観点に立ち、親子の交流の場や子育てに

関する情報の提供に努め、子育てに関する相談や助言を行い、子どもの健やかな育成を支援す

るとともに、地域、行政、関係機関による協力体制を強化していきます。 

 

〈個別施策〉 

No.36 放課後児童健全育成事業 児童福祉課 

施策内容 学童クラブにおいて、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終

了後に適切な遊びや生活の場を与え、児童の健全育成を図る。 

現況 公立 11 施設・私立 1 施設で実施中 

目標（H31） 順次拡大予定   

  
No.37 子育て短期支援事業 児童福祉課 

施策内容 保護者の疾病その他の理由により、家庭において児童を養育することが一時的に困難に

なった場合及び経済的な理由により緊急一時的に母子を保護することが必要な場合等

に、児童養護施設その他の保護を適切に行うことのできる施設において一定期間、養育・

保護を行う。 

現況 未実施 

目標（H31） 実態としてニーズが出た場合に対応する 

  
No.38 病児保育事業 児童福祉課 

施策内容 病児について、市内病院に付設された専用スペースで、一時的に保育を実施する。 

現況 検討中 

目標（H31） 1 日あたり 5 人程度に対応 

  
No.39 保育所における相談事業 保育所 

施策内容 保護者からの遊びやしつけなどに関する相談に随時対応する。 

現況 実施中 

目標（H31） 継続実施 

  
No.40 利用者支援事業 児童福祉課 

施策内容 乳幼児及びその保護者の身近な場所で、相談・助言等を行い、必要に応じて関連機関と

の連絡調整等を図る。また、地域の子育て支援事業等の情報提供を行う。 

現況 市役所関係各課及び子育て支援センターにおいて相談対応や情報提供を実施。 

目標（H31） 継続実施 
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No.41 地域子育て支援拠点事業 児童福祉課 

施策内容 乳幼児と保護者の交流の場の提供や子育てに関する相談や情報の提供を行い、子育ての

孤独感、負担感等を緩和・解消し、子どもの健やかな生育を促進する。 

現況 桜川市子育て支援センター（社会福祉協議会に委託：2 施設) 

私立保育園子育て支援センター（1 施設） 

目標（H31） 継続実施 

  
No.42 ファミリー・サポート・センター事業 児童福祉課 

施策内容 子育てにおける負担感の緩和や仕事と子育ての両立支援など安心して子育てができる環

境づくりを推進するために、ファミリー・サポート・センター事業を実施し、地域におけ

る援助活動を支援し住民参加による子育て支援の輪を広げる。 

現況 平成 26 年度事業開始 

目標（H31） 継続実施 

 

②地域における人材養成 新規  

多様な子育てニーズに対応し支援を充実させていくためには、人材の確保が必要となります。

地域のボランティアの育成や効果的な活用を図ります。また、新たに開設されたファミリー・

サポート・センターの周知に努め、保育ニーズに対応していきます。 

さらに、既存の健康推進員や食生活推進員との連携を深め、活動を支援します。 

 

〈個別施策〉 

No.43 ボランティアの育成 社会福祉協議会 

施策内容 ジュニアボランティアスクール、人材育成福祉体験事業など地域で活躍するボランティ

アを育成します。 

現況 各種ボランティア育成事業の実施 

目標（H31） 継続実施 

  
再掲 No.42 ファミリー・サポート・センター事業 児童福祉課 

施策内容 子育てにおける負担感の緩和や仕事と子育ての両立支援など安心して子育てができる環

境づくりを推進するために、ファミリー・サポート・センター事業を実施し、地域におけ

る援助活動を支援し住民参加による子育て支援の輪を広げる。 

現況 平成 26 年度事業開始 

目標（H31） 継続実施 

  
再掲 No.16 地区組織との連携、活動支援 健康推進課 

施策内容 各種乳幼児健診・相談時の計測の際の記入やカウプ指数の算出、市民際への参加、研修会

へ出席し知識を習得する。 

現況 健康推進員の乳幼児健診時協力 年 56 回  

食生活推進員協議会による食育教育 保育所 3 か所 小学校 4 か所 

わくわくチャレンジ教室 年 4 回 

目標（H31） 継続実施 
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③教育・保育の充実 

多様な保育支援が望まれる背景には、現在の仕事と子育てを両立させたいと願う保護者と、

現在は就労していないものの強い就労意欲を持つ保護者の存在があります。 

少子化の進行により想定される児童の減少と保護者ニーズの拡大とのバランスを考慮しなが

ら、各家庭の状況・希望に応じた適切な教育・保育を提供します。 

また、保護者の仕事と子育ての両立を支援するため、保育時間の延長や一時的な預かり等の

充実や地域との連携により多様な保育ニーズへの対応を図ります。 

さらに、子育て家庭の経済的負担を軽減するために児童手当等給付し支援します。 

 

〈個別施策〉 

No.44 通常保育事業：保育所 保育所 

施策内容 児童の保護者及び同居の親族が就業等の理由で、保育ができないと認められる場合、保

育所で子どもを預かり保育を行う。 

開所時間：11 時間  保育時間：保育所による 

現況 7 施設  

目標（H31） 継続実施 

  
No.45 通常保育事業：幼稚園 幼稚園 

施策内容 3 歳児（公立は 4 歳児）から小学校就学までの幼児を保育し、心身の発達の助長に努め

る。 

現況 5 施設 

目標（H31） 継続実施 

  
No.46 延長保育事業  保育所 

施策内容 保育所における開所時間外の保育ニーズに対応し、保育を実施する。 

現況 私立保育園 3 施設で実施 

目標（H31） 7 施設で実施 

  
No.47 幼稚園の預かり保育事業 幼稚園 

施策内容 地域の実態や保護者の要請により、教育課程に係る教育時間終了後に希望者を対象に保

育を実施する。 

現況 私立 2 園で実施中 

目標（H31） ５園で実施 

  
No.48 地域型保育事業 児童福祉課 

施策内容 0～2 歳の低年齢児を受け入れて保育する事業。 

現況 未実施 

目標（H31） 事業申請があった場合に対応 

  
No.49 一時預かり事業 保育所 

施策内容 疾病・出産・冠婚葬祭等で一時的に保育困難となった場合に預かり保育する事業。 

現況 公立保育所 4 施設・私立保育園 3 施設で実施中  

目標（H31） 継続実施 
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No.50 保育所施設整備事業 保育所 

施策内容 保育充実のための施設整備推進。 

現況 維持・修繕を実施 

目標（H31） 各保育所において、修繕を図りながら施設を維持する。 

  
No.51 幼稚園施設整備事業 幼稚園 

施策内容 幼児教育充実のための施設整備推進。 

現況 維持・修繕を実施 

目標（H31） 各幼稚園において、修繕を図りながら施設を維持する。 

  
No.52 幼保一体化推進事業 保健福祉部 

施策内容 公立保育所・幼稚園再編成 

現況 計画策定中 

目標（H31） 公立保育所・幼稚園再編成と民間への移行。 

  
No.53 児童手当等給付支援事業 児童福祉課 

施策内容 中学校修了前（15 歳到達後最初の年度末）までの子どもを養育している方に児童手当

を支給し、児童の健全な育成を図る。 

現況 実施中 

目標（H31） 継続実施 

 

④地域における子育て支援ネットワークづくり 

子育て家庭に対して、きめ細かな子育て支援や保育に関する情報を効果的・効率的に提供し、

多くの親子が気軽に参加できる場を設けることで、地域における子育て支援ネットワーク形成

を促進します。 

 

〈個別施策〉 

No.54 保育所と保護者のネットワークの構築 保育所 

施策内容 保育所において、保育所と保護者同士などの情報交換や相談の場を設ける。 

現況 個別面談の実施 

目標（H31） 相談窓口の充実 
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⑤子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

学校教育においては、確かな学力の向上、豊かな心や健やかな体の育成、子どもの悩みや不

安に対しての相談や支援、信頼される学校づくりなど、子どもの生きる力の育成に向けた学校

の教育環境の整備に努めます。 

また、次代の担い手であるすべての子どもが、心身ともにすくすくと個性豊かに成長できる

よう、支援をしていきます。 

さらに、幼稚園・保育所（園）と小学校との連携の強化、家庭や地域と連携により信頼され

る学校づくりを推進します。 

 

〈個別施策〉 

No.55 学校活性化非常勤講師配置事業 学校教育課 

施策内容 「生きる力」を育成するためには、生涯にわたって学び続けるための真の学力の育成が

不可欠である。そのような学力をつけるために少人数加配を実施している。複数の教員

の配置によって児童生徒の個に応じた指導を通して基礎学力の定着を図っている。 

現況 各小中学校で実施中 

目標（H31） 継続実施 

  
No.56 児童・生徒の情報教育の推進 学校教育課 

施策内容 児童生徒が、将来ＩＣＴ社会で活躍することを見据えた情報教育の充実を図る。 

現況 校内タブレット PC 機器の整備。校内無線 LAN の整備。 

目標（H31） 継続実施 

  
No.57 英語指導助手の活用事業 学校教育課 

施策内容 国際社会を迎えている現代社会において、英語教育の必要性が高まっていることから

幼小中学校へ ALT を派遣する。 

現況 小学校 1～4 年生（年間 5,6 回）、小学校 5～6 年（年間 35 時間）、幼稚園（年間 3

回）、中学校（年間 1 校 100 日） 

目標（H31） 継続実施 

  
No.58 教員のレベルアップ 学校教育課 

施策内容 全職員の能力向上を図る各種研修会への参加。 

現況 各種研修会への参加 

目標（H31） 継続実施 

  
No.59 教職員研修にかかわる事業 学校教育課 

施策内容 教職員の資質の向上のため、県の派遣指導主事を配置して専門的事項にかかる研修を

図っている。 

現況 派遣指導主事の配置。市内小中学校・幼稚園の計画訪問、要請訪問、集合指導の実施。 

目標（H31） 継続実施 

  
No.60 人権尊重の教育 生涯学習課 

施策内容 市の推進体制を強化し、教職員の研修、児童生徒・地域住民へ学習機会を設け、全市的

に人権意識の啓発を図る。 

現況 人権教育講演会の開催 人権教育作品集(市内幼・小・中学生の作品）の作成 

視聴覚教材の活用 

目標（H31） 人権教育講演会の開催 人権教育作品集(市内幼・小・中学生の作品）の作成  

視聴覚教材の活用 
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No.61 教育相談事業 学校教育課 

施策内容 スクールカウンセラーを派遣し、児童生徒の不登校・いじめ等や児童生徒の問題行動に

対応する。 

現況 拠点校（中学校３校）にスクールカウンセラーを配置 

目標（H31） 継続実施 

  
No.62 児童・生徒の読書活動の推進 学校教育課 

施策内容 学校図書館の充実のための図書購入費を各学校に配分している。 

また、地域の人材を活用して読み聞かせなどの活動を推進し読書への意見や興味、関心

を高め豊かな心の育成を図る。 

現況 全小中学校 書購入費 100,000 円／校 

目標（H31） 蔵書冊数の整備     

  
No.63 子ども読書推進事業 学校教育課 

施策内容 読書は豊かな感性や情操、そして思いやりの心を育む上で極めて大切であり、現在読書

離れの状況にある子どもたちに読書を促すための一助として読書冊数の多い児童生徒

を表彰する。 

現況 目標：各小学校 4～6 年生 1 人 50 冊を読む。各中学校 1～3 年生 1 人 30 冊を読む。 

目標（H31） 県教育長賞受賞者小学校 90%、中学校 70%以上目指す 

  
No.64 体育の授業の充実「夏休み水泳教室」 スポーツ振興課 

施策内容 小中学生の初心者から上達したい小中学生や一般から高齢者までを対象とした、水泳教

室を実施し、参加者相互の親睦や技術の向上を図る。 

現況 実施中   

目標（H31） 小中学生初心者から上級者まで及び一般から高齢者までの水中運動教室の水泳教室（4

教室）述べ 20 日間。また，上達したと５０％以上の人が感じることを目指す。 

  
No.65 学校評議員制度の充実 学校教育課 

施策内容 保護者や地域の方々の意見を幅広く聴き、学校が家庭や地域と連携しながら特色のある

教育活動を行えるよう、各小中学校に学校評議員制度を導入した。 

現況 各学校において、年 2～3 回学校評議員会議を実施。 

目標（H31） 継続実施（活動報告会の実施） 

  
No.66 桜川市教育支援センター「さくらの広場」教育相談事業 学校教育課 

施策内容 桜川市適応指導教室から桜川市教育支援センター「さくらの広場」へ名称を変更し、開

設曜日を拡大し、不登校児童生徒の学校復帰に向けた支援・援助等を・教育相談等の業

務を行う。 

現況 相談員 2 名、カウンセラー1 名 週５日開設（月～金）電話相談及び入室した児童・生

徒・保護者の相談、支援を行う。 

目標（H31） センター施設の新設、カウンセラー・相談員の３人体制と常時勤務体制の確立 

  
No.67 図書の充実 生涯学習課 

施策内容 公民館図書室の蔵書冊数を住民のリクエストに応えるよう整備する。茨城県情報ネット

ワークサービスを利用し、資料を他館より借用して、利用者へ提供する（相互貸借）の

充実を図る。 

現況 岩瀬中央公民館 大和中央公民館 真壁伝承館真壁図書館  

目標（H31） 蔵書数の整備 
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No.68 お話の広場活動事業 生涯学習課 

施策内容 読み聞かせや紙芝居等おはなしやゲーム等を楽しく指導し、子ども達の豊かな知性が向

上するように活動している。 

現況 岩瀬中央公民館 月 1 回実施 

大和中央公民館 年 10 回実施 

真壁伝承館真壁図書館 月 1 回実施 

目標（H31） 施策内容の充実及び読み聞かせの向上 

  
No.69 保育所・幼稚園と小学校の連携体制の構築 幼稚園・保育所 

施策内容 <真壁地区> 

保育所・幼稚園の年長児を対象に、年 1 回学区の小学校訪問を行い、低学年の児童との

交流を図っている。また各小学校教職員と就学予定者との情報交換を行うことで、共通

理解を図る。 

<大和地区> 

幼稚園と保育所では職員間の情報交換を実施する。 

幼稚園と小学校では、総合的な学習の時間等に交流を実施しているほか、就学予定者に

ついて 教諭間の情報交換を実施する。 

<岩瀬地区> 

幼稚園と小学校では「総合的学習の時間」等に交流を実施しているほか、運動会を連携

して行っている。また、小学校教職員と就学予定者との情報交換を実施し相互理解を図

る。 

現況 真壁・岩瀬・大和地区で実施中 

目標（H31） 継続実施 
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⑥子どもの健全育成 

少子化の進行により、同世代はもとより異世代との交流が希薄になり、身近な仲間関係の形

成や社会性の発達、さらには規範意識の形成に少なからず影響があると考えられています。 

子どもたちが、地域社会の中で人とのかかわりやルールを学ぶ機会の提供や、地域社会に対

する関心を高め、郷土を愛する心を培う体験活動の促進を図ります。 

また、地域での遊びの場の提供や安心して過ごせる放課後の居場所の整備に努めます。 

 

〈個別施策〉 

No.70 職場体験事業 学校教育課 

施策内容 中学校 2 年生を対象に、地域の商店や事業所等の協力を得て職場体験を行なうことによ

り、他人とのかかわりや思いやり、社会のルールを学ぶ。 

現況 毎年中学校５校（中 2 対象）で実施中 

目標（H31） 継続実施 

  
No.71 ふるさと発見事業 学校教育課 

施策内容 小学生が自分たちの住んでいる地域の特色のある場所や、人材、文化等の良さを探索す

る体験的な活動を通して、地域の方々との交流を深めながら、郷土を愛する心を培う。 

現況 毎年小学校２校で実施中 

目標（H31） 継続実施 

  
No.72 児童館の利用促進 児童福祉課 

施策内容 施設の利用を通して児童の健全育成を推進する。 

現況 実施中 

目標（H31） 継続実施 

  
再掲 No.36 放課後児童健全育成事業 児童福祉課 

施策内容 学童クラブにおいて、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終

了後に適切な遊びや生活の場を与え、児童の健全育成を図る。 

現況 公立 11 施設・私立 1 施設で実施中 

目標（H31） 順次拡大予定   

  
再掲 No.79 青少年健全育成活動（学校週５日制対応事業） 生涯学習課 

施策内容 ○わくわくチャレンジ事業：岩瀬地区、大和地区 

 週末の子どもの居場所作りのため、岩瀬中央公民館・大和中央公民館において４つの

教室（おもしろ理科、作って楽しもう、自然・文化財探検、お料理）を実施する。 

○コミュニティースクール事業：真壁地区 

真壁地区の 4 つの小学校において、地域の機関・団体と連携し、児童・生徒に学校外活

動の場や機会を提供するため、各種事業を実施する。 

現況 わくわくチャレンジ事業として、岩瀬・大和地区の児童を対象に岩瀬中央公民館・大和

中央公民館において４つの教室を年１６回実施。 

コミュニティースクール事業として、真壁地区の４つの小学校ごとに実行委員会を組織

して、各種事業を実施。 

目標（H31） わくわくチャレンジ事業として、桜川市全地区の児童を対象に岩瀬中央公民館・大和中

央公民館において４つの教室を年１６回実施。 

コミュニティースクール事業として、真壁地区の４つの小学校ごとに実行委員会を組織

して、各種事業を実施。 
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３．地域社会ぐるみで見守り応援する子育て 

 

①次代の親の育成 

次代の地域社会を担う青少年が、家庭を築き、子どもを産み育てたいと思えるような地域環

境の整備や、愛着・誇り・希望をもてる地域社会の形成を目指します。 

登校時のあいさつ運動やスポーツなどのイベントを通して、地域の人々との交流の機会や子

ども会の活動を支援します。 

また、青少年の健全育成のため、地域ぐるみの啓発活動を行い、地域環境の整備に努めます。 

さらに、子育ての前提となる結婚を促進する観点から、出会いの機会や情報の提供を推進し

ます。 

 

〈個別施策〉 

No.73 青少年健全育成活動（声かけ運動・スポーツ活動） 生涯学習課 

スポーツ振興課 

施策内容 青少年育成桜川市民会議が中心となり、青少年関係団体と連携して小中学校の登校時に

あいさつ、声かけ運動を実施。 

スポーツ少年団が、各種スポーツ大会を実施し、又参加し参加者相互の親睦、スポーツ

普及、技術の向上を図る。 

技術の向上を図ると共に、参加者相互の交流を深め活動の場を通して、リーダーとして

の資質の向上を図る。 

体力を高めると共に、最後まで頑張り抜く強い精神力を養う。 

親子スポーツ教室。 

現況 声かけ運動 全小中学校実施  スポーツ活動 実施中 

目標（H31） 声かけ運動 全小中学校で実施 

  
No.74 子ども会育成事業 生涯学習課 

施策内容 市内の子ども会会員(通称「桜っ子」）が市内外を問わず、文化や自然、様々な体験の一

助となる活動をすることにより、子どもたちの探究心を呼び覚まし、新たな知識の獲得

や環境への意識の高揚、さらに活動をとおして子どもたち同士の友好と親睦を図る。 

現況 桜っこ探検隊実施中 

目標（H31） 桜っ子探検隊実施 

  
No.75 青少年のための健全育成活動  生涯学習課 

施策内容 青少年相談員と連携した、街頭指導（巡回活動）の実施。 

青少年相談員による「青少年の健全育成に協力する店」への協力依頼。 

図書等自動販売機等立入調査の実施。 

現況 巡回活動の実施 年５回     

「青少年の健全育成に協力する店」への協力依頼 年１回 

自動販売機等立入調査 年１回 

目標（H31） 巡回活動の実施 年５回     

「青少年の健全育成に協力する店」への協力依頼 年１回 

自動販売機等立入調査 年１回 

  
No.76 青少年を取り巻く環境浄化運動 生涯学習課 

施策内容 青少年育成桜川市民会議･関係機関･青少年相談員・各団体の協力で地域ぐるみの啓発活

動として実施。（通学路の環境安全点検/空缶・ごみ拾い/違法ビラ・捨て看板等の撤去） 

現況 各小学校区単位に年１回実施中 

目標（H31） 各小学校区単位に年１回実施 
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No.77 結婚のおうえん 農林課 企画課 

施策内容 地域未婚者の結婚対策を支援するため、広域での連絡調整を図りながら未婚者の交流の

場や情報提供を推進し、地域の活性と振興に寄与する。また、県施策との連携を図る。 

現況 出会いパーティー・婚活セミナー 実施中 

目標（H31） 継続実施（年 5 回） 

 

②家庭や地域の教育力の向上 

子どもを地域社会全体で育てていくために、家庭・学校・地域の連携を図りながら、全ての

教育の出発点ともなる家庭での教育力の向上を図ります。 

また、地域の人々や自然環境・教育資源を活用した多様な体験活動等の機会充実を図るなど、

地域における教育力の向上に努めます。 

 

〈個別施策〉 

No.78 家庭教育学級 生涯学習課 

施策内容 もう一度家庭教育の役割を見直し、充実させるため、各学校独自に計画を立て学習する。 

現況 小学校 11 校、中学校 5 校（全小中学校 1 年生保護者対象）で実施中 

目標（H31） 小学校 11 校、中学校 5 校（全小中学校 1 年生保護者対象）で実施 

  
No.79 青少年健全育成活動（学校週 5 日制対応事業） 生涯学習課 

施策内容 ○わくわくチャレンジ事業：岩瀬地区、大和地区 

 週末の子どもの居場所作りのため、岩瀬中央公民館・大和中央公民館において４つの

教室（おもしろ理科、作って楽しもう、自然・文化財探検、お料理）を実施する。 

○コミュニティースクール事業：真壁地区 

真壁地区の 4 つの小学校において、地域の機関・団体と連携し、児童・生徒に学校外活

動の場や機会を提供するため、各種事業を実施する。 

現況 わくわくチャレンジ事業として、岩瀬・大和地区の児童を対象に岩瀬中央公民館・大和

中央公民館において４つの教室を年１６回実施。 

コミュニティースクール事業として、真壁地区の４つの小学校ごとに実行委員会を組織

して、各種事業を実施。 

目標（H31） わくわくチャレンジ事業として、桜川市全地区の児童を対象に岩瀬中央公民館・大和中

央公民館において４つの教室を年１６回実施。 

コミュニティースクール事業として、真壁地区の４つの小学校ごとに実行委員会を組織

して、各種事業を実施。 

 

③良質な住宅の確保 

家庭は、子どもが保護者の温かい目に見守られ健やかに育つ基盤であり、住宅環境は豊かな

生活の重要な要素の一つです。 

地域の子育て環境整備の一環として、公営住宅の改修・改善を実施し良質な住宅の整備を推

進します。 

 

〈個別施策〉 

No.80 良質な市営住宅の整備 都市整備課 

施策内容 耐用年限を経過し老朽化による用途廃止した住宅の撤去を進めるとともに、桜川市公営

住宅長寿命化計画に基づく改修・改善を順次実施し、良質な住宅環境の整備を図る。 

現況 用途廃止住宅（6 住宅） 

屋外防水修繕（金井住宅・ますみ住宅） 外壁改修（鍬田住宅） 

目標（H31） 外壁改修の継続実施（ますみ住宅・金井住宅・東十枚住宅）  
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④安全で安心なまちづくりの推進 

公共の場における「子育てバリアフリー」を促進し、安全に安心して生活することができる

まちづくりを推進します。 

子どもや親子をはじめ、だれもが安心して訪れることができる公園の安全管理に努め、トイ

レや砂場の衛生管理の定期的な実施、公園、駐車場・駐輪場等の整備を推進します。 

 

〈個別施策〉 

No.81 子どもに配慮した公園事業 都市整備課 

施策内容 児童公園（岩瀬地区 2 か所、真壁地区 3 か所）のほか、地区公園をはじめ街区公園な

どを設置しており、定期的な遊具の点検を行いながら安全管理に努める。 

現況 公園遊具の劣化診断点検を実施中   

【公園内訳】 

西小塙児童公園・北 1 号公園・北 3 号公園・南 1 号公園・岩瀬中央児童公園・友部住

宅団地公園・真壁中央公園・花の入公園・原方児童公園・新宿児童公園・仲町児童公園・

紫尾住宅団地公園 

【遊具修繕実施】 

長寿命化計画に基づく遊具修繕を実施する。 

目標（H31） 管理業務の継続実施 

  
No.82 公園のトイレや砂場の衛生管理 都市整備課 

施策内容 公園内の清掃とトイレ・砂場の衛生管理に努める。 

現況 公園内清掃、公園トイレ清掃を実施中 

砂場検査を実施中 

目標（H31） 管理業務の継続実施 

  
No.83 公園・駐車場・駐輪場の施設整備の推進 都市整備課 

施策内容 公園及びトイレ、駐車場、駐輪場の整備を推進し、環境美化に努める。 

現況 いたずらや経年劣化による施設破損の修繕を実施中（随時） 

目標（H31） 管理業務の継続実施 
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⑤子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

交通安全対策の充実に伴い、交通事故件数は減少傾向にありますが、子どもやお年寄りなど

交通弱者の交通事故は、依然として少なくありません。 

子どもを交通事故から守るため、学校・地域・関係機関との連携を強化し、交通安全教室の

開催、自転車の安全利用の促進など交通安全指導を推進します。 

また、下校時の巡回パトロールによる交通安全指導を実施し、子どもの交通事故防止に努め

ます。 

さらに、通学路周辺の安全施設の状況確認および修復や新たな設置により、安全な通学路の

整備に努めます。 

 

〈個別施策〉 

No.84 交通安全指導事業 生活安全課 

施策内容 交通安全教室：小中学校での安全教室（歩行実技・自転車の乗り方等） 

幼児交通安全教室：保育所・幼稚園での交通安全教室 

交通安全体験事業：小学校 4 年生を対象にした交通安全体験学習 

通学時間帯街頭立哨：交通安全の日（毎月 1 日）を基準に通学児童への交通立哨 

新入生交通安全啓発事業：小中学校新入生へ交通安全グッズ配布 

通学用自転車点検事業：自転車通学を行っている児童・生徒の自転車点検 

現況 交通安全教室：全小中学校及び保育所・幼稚園 

自転車点検：自転車通学の学校 

交通安全体験・新入学生啓発・街頭立哨 

目標（H31） 継続実施 

  
No.85 下校時巡回パトロール 学校教育課 

施策内容 ＰＴＡ連絡協議会と先生が一緒に下校時間に合わせて、交通安全指導に巡回パトロール

を実施。 

現況 交通安全指導、巡回パトロールの実施 

目標（H31） 継続実施 

  
No.86 小中学校指定通学路の整備 建設課 

施策内容 市内小中学校指定通学路周辺の安全施設を確認し、その状況に応じて不具合箇所の修復

及び設置について計画的に実施する。又国県道における交通安全施設の設置要望に対し

ては、関係機関と協議し、整備を進めるよう要望する。 

現況 小学校実施中１１校・中学校５校 

カーブミラー・ガードレール・外側線等の修復及び設置を実施中 

目標（H31） 維持管理業務の継続実施 
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⑥子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

子どもを犯罪等の被害から守るとともに、子どもに関わる犯罪等を未然に防止するため、学

校・自治会など地域の教育機関や組織と連携した活動を推進します。 

そのため、パトロール活動や登下校時の見守り活動の強化に努めるとともに、啓発活動によ

る地域や子どもの防犯意識の醸成を促します。 

また、児童生徒への防犯ブザーの配布や危険から身を守る指導を積極的に推進するとともに、

学校の危機管理マニュアルを作成し、子どもの安全確保に努めます。 

 

〈個別施策〉 

No.87 地域安全防犯啓発事業（防犯パトロール等） 生活安全課 

施策内容 防犯関係者（防犯連絡員、防犯ボランティア等）及び警察による商店街や地域のパトロ

ール、駅やスーパーにおいて防犯チラシ配布による啓発活動、子どもたちの登下校時に

おける見守り活動を、年間を通して実施する。 

現況 防犯パトロール、啓発活動、登下校時の見守り活動 

目標（H31） 継続実施 

  
No.88 連れ去り防止対策 学校教育課 

施策内容 子どもの安全を確保するために防犯ブザーを携帯（全児童生徒へ配布）し不審者や危険

から身を守ると共に、危険等に遭遇したときは、子ども 110 番に駆け込むように指導

する。 

現況 児童生徒への防犯ブザーの配布、安全指導実施中 

目標（H31） 継続実施 

  
No.89 危機管理マニュアルに基づく条件整備等の推進 学校教育課 

施策内容 各小中学校において危機管理マニュアルを作成して、不審者の侵入防止に必要な体制を

整え、児童生徒の安全確保に努める。 

現況 体制の整備 

目標（H31） 継続実施 
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⑦仕事と子育ての両立支援 

男女が子育てを分担して行い、その喜びと責任を分かち合えるよう、仕事と子育ての両立支

援を図ります。 

そのため、働き続けられる雇用環境の整備と意識改革を促進するとともに、関係機関との連

携を図りながら、仕事と生活の調和実現に向けた働き方の見直しを図るための広報、啓発活動、

情報提供に努めます。 

また、多様な働き方に対応し、現在の子育て支援では補いきれない保育ニーズに対応するフ

ァミリー・サポート・センターの普及を推進します。 

 

〈個別施策〉 

No.90 男女共同参画の推進 企画課 

施策内容 行政や民間における男女共同参画を促進するための環境整備を推進します。 

そのため、相談体制の充実を図るとともに、広報活動やセミナーを通して、男女共同参

画意識の普及に努めます。また、政策決定過程における女性の参画を促進します。 

現況 審議会の女性の進出の割合 19.1％ 委員会の女性の進出の割合 9.1％（H26） 

目標（H31） 審議会・委員会の女性の進出の割合 30％ 

  
再掲 No.42 ファミリー・サポート・センター事業 児童福祉課 

施策内容 子育てにおける負担感の緩和や仕事と子育ての両立支援など安心して子育てができる

環境づくりを推進するために、ファミリー・サポート・センター事業を実施し、地域に

おける援助活動を支援し住民参加による子育て支援の輪を広げる。 

現況 平成 26 年度事業開始 

目標（H31） 継続実施 
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Ⅴ 放課後子ども総合プラン 

 

 

１．放課後子ども総合プランの趣旨・目的 

２．放課後児童クラブ（学童クラブ）と 

放課後子ども教室の実施状況 

３．放課後児童クラブ（学童クラブ）の 

平成 31 年度に達成されるべき目標事業量 

４．一体型・連携型放課後児童クラブ（学童クラブ）の 

平成 31 年度に達成されるべき目標事業量 

５．放課後子ども教室の平成 31 年度に 

達成されるべき目標事業量 

６．小学校の余裕教室等の活用に関する具体的な方策 

７．教育委員会と福祉部局の具体的な連携に関する方策 

８．地域の実情に応じた放課後児童クラブ（学童クラブ） 

の開所時間の延長に係る取組 

 

 

  



46 

 

１．放課後子ども総合プランの趣旨・目的 

共働き家庭等の「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、すべての

就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、放課後

児童クラブ（学童クラブ）及び放課後子ども教室の計画的な整備を進めます。 

２．放課後児童クラブ（学童クラブ）と放課後子ども教室の実施状況 

桜川市の小学校は、平成 26 年度においては 11 校となっています。全小学校で放課後児童ク

ラブ（学童クラブ）を実施しており、その他に私立の学童保育が 1 か所となっています。 

また、放課後子ども教室は週末活動支援事業等として実施しています。 

３．放課後児童クラブ（学童クラブ）の平成 31 年度に達成されるべき目標事業量 

放課後児童クラブ（学童クラブ）の目標事業量は、量の見込みと確保方策に基づき、平成 31 年

段階で 12 か所、目標事業量 495 人とします。 

 平成 26 年 平成 2７年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

量の見込み  510 人 484 人 464 人 441 人 429 人 

実施箇所数 12 か所 12 か所 12 か所 12 か所 12 か所 12 か所 

目標事業量（確保量） 343 人 530 人 515 人 515 人 510 人 495 人 

小学校区の整備状況 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

４．一体型・連携型放課後児童クラブ（学童クラブ）の平成 31 年度に 

達成されるべき目標事業量 

「桜川市立小中学校適正配置基本計画」に基づく学校再編の状況と連携し、小学校での一体型

または連携型の放課後児童クラブ（学童クラブ）及び放課後子ども教室の実施を検討していきま

す。 

５．放課後子ども教室の平成 31 年度に達成されるべき目標事業量 

「桜川市立小中学校適正配置基本計画」に基づく学校再編の状況と連携し、すべての児童の安

全・安心な放課後等の居場所の確保を図るため、実施できる環境にある市内小学校区を調査、把

握し、条件の整った小学校区より順次整備していきます。 

６．小学校の余裕教室等の活用に関する具体的な方策 

桜川市においては、平成 26 年 6 月に策定した「桜川市立小中学校適正配置基本計画」に基づ

き、統廃合も含め今後 10 年間の小中学校の適正配置化を目指していくところです。 

本市においては、学校再編に係る事業の進捗を見据えながら、再編後の学校施設に余裕教室等

が発生した場合において、積極的な活用を随時、検討していくものとします。 

７．教育委員会と福祉部局の具体的な連携に関する方策 

現在、児童福祉課が所管する放課後児童クラブ（学童クラブ）と、生涯学習課が所管する放課

後子ども教室で実施する週末活動支援事業等が充分に連携を図っていくものとします。 

８．地域の実情に応じた放課後児童クラブ（学童クラブ）の開所時間の延長に係る取組 

放課後児童クラブ（学童クラブ）の開所時間延長については、「桜川市立小中学校適正配置基本

計画」に基づく学校再編の状況と連携し、利用者のニーズを踏まえた上で、検討していくものと

します。 


